様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2021年　1月　13日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                              　一般事業主の氏名又は名称 
（ふりがな）
                              （法人の場合）代表者の氏名  　         印
住所　〒

法人番号　　　2010001081053　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ニュースリリース「中期経営計画について」
2019年度決算　投資家説明会

	公表日
	2020年　5月　15日　ニュースリリース
2020年　5月　19日　投資家説明会

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	（ニュースリリース）
https://www.smfg.co.jp/news/pdf/j20200515_01.pdf

（投資家説明会）
https://www.smfg.co.jp/investor/financial/latest_statement/2020_3/2020_fy_setumei.pdf
ページ：Ｐ23等


	記載内容抜粋
	グループの新たな「中長期ビジョン」として「最高の信頼を通じて、お客さま・社会とともに発展するグローバルソリューションプロバイダー」を公表

そのための３つの方向性として①情報産業化、②プラットフォーマー、③ソリューションプロバイダーを提示

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会決議に基づき新中期経営計画を策定








(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	SMBC GROUP REPORT 2020 統合報告書　ディスクロージャー誌本編

	公表日
	2020年　7月


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページ（ＩＲ）
https://www.smfg.co.jp/investor/financial/disclosure/fy2019_f01_pdf/fy2019_f01_00.pdf
ページ：P98 IT戦略

	記載内容抜粋
	デジタル技術活用機会の拡大とセキュリティ対応の強化、DI・DX推進の必要性となお過半を占める既存IT領域の重要性、システムの所有と利用など、ハイブリッド化が進む環境変化の中、経営・業務を支える「両利き」でのIT戦略を推進


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会決議に基づき策定




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書
https://www.smfg.co.jp/investor/financial/disclosure/fy2019_f01_pdf/fy2019_f01_00.pdf
ページ：P98 IT戦略

SMFG 組織図
https://www.smfg.co.jp/company/info/organization.html

日本総研　組織図
https://www.jri.co.jp/file/pdf/company/profile/jri_official.pdf


	記載内容抜粋
	デジタル化を通じたビジネスモデル改革とお客さまへの新たな価値提供に向け、「デジタルソリューション本部」を設置

日本総合研究所には「DXシステム開発部」を新設（9月25日付 日本総合研究所プレスリリース）









　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書・ディスクロージャー誌
https://www.smfg.co.jp/investor/financial/disclosure/fy2019_f01_pdf/fy2019_f01_00.pdf
ページ：P98 IT戦略

ニュースリリース「デジタル時代を支える次世代勘定系システムの構築について」
https://www.smbc.co.jp/news/j602168_01.html

	[bookmark: _GoBack]記載内容抜粋
	IT投資戦略では機動的に投入可能な枠の確保、デジタル推進組織の設置、将来のビジネスを支える基幹系インフラの更改・再構築方針を策定。さらに、デジタル社会の持続的成長を支える人材育成の拡充、サイバーセキュリティの強化を実施



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	SMBCグループ IR Day


	公表日
	2020年　8月　31日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.smfg.co.jp/investor/financial/small/pdf/20200831irday_pre01.pdf
ページ：P4、10等

	記載内容抜粋
	ＤＸ推進に向けて各事業部門戦略と一体でのＫＰＩを設定
・ＳＭＢＣダイレクト利用者数
22年度　800万人（3ヵ年増＋160万人）
・法人向けデジタルソリューション関連提供者数
22年度10,000社（3ヵ年増＋7,000社）
同トランザクションボリューム
22年度　13,000件（3ヵ年増＋11,500件）
等



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年　11月 18日（2020年度上期　投資家説明会）他


	発信方法
	（2020年度上期　投資家説明会）
https://www.smfg.co.jp/investor/financial/latest_statement/2021_3/2021_2q_summary.pdf


	発信内容
	中期経営計画で掲げたデジタルを含む施策の進捗について、グループCEOが投資家説明会にて発信

その他、グループCEO、グループCDIOが、統合報告書や外部講演等を通じた情報発信を多数実施



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　2020年11月頃　～　2020年12月頃

	実施内容
	IPA DX認定制度　申請チェックシートに基づくDX推進指標への適合度確認




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	継続的取り組みとして実施

	実施内容
	サイバーセキュリティに関するグローバル標準である、FFIEC（米国連邦金融機関検査協議会）策定のCybersecurity Assessment Toolに基づき、外部の監査法人による第三者評価を実施

サイバーセキュリティをテーマとした内部監査を定期的に実施



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

